
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① ｍ
②
③
① 千円
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

１ なし

Ａ

３ 適正でない

３ あり

１ 適正である

３ 低い
３ 低い２ 普通

２ 改善の余地あり
Ａ

１ 妥当である
１ 高い

１ 適正である

１ 高い
１ 高い

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

３ 妥当でない１ 妥当である
１ 妥当である

協働可能だが予定なし

25年度

10,000

農作物被害額

26年度

目施  策  名

計画

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

指　標　名

29,200

単位

電気柵設置

中山間地域の住民、農作物

実績実績 計画
5,000

88.2%

達成率
217.7%

補助金

150,000

終了年度

目  標  名

農林水産課

項

4,9405,600

21,770
計画

24年度

事  業  期　間

政  策  名

鳥獣被害対策事業

鳥獣被害対策事業

自治事務

業務林政係

0765-23-1036

担
当
部
署

課       名

係　   　名

電 話 番 号

開始年度 会　   　計

款

２
事
業
概
要

事 業 概 要
鳥獣と人との生活圏の分離を図ることによって、人と野生鳥獣の共生を目指すため、魚津市有害鳥獣対策協議会の取
り組みに対して補助を実施する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

野生鳥獣からの人的被害を防止するとともに、農作物の被害を軽減する。

手       段
（活動指標）

１
基
本
項
目

農林水産業費

農業土木費

農業土木総務費

平成8年度 予
算
科
目

当面継続 一般会計

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

①事務事業に携わる正規職員数

財
源
内
訳

魚津市有害鳥獣対策協議会へ補助金を交付。
初心者狩猟講習会参加者への助成　４件
地域住民による雑木林の刈払い等による里山整備　１４件
ヤギ放牧によるゾーニング　１件

500

2

320

150,000

2,250,000

0.0%

320

150,000
2

150,000

４
コ
ス
ト
情
報

人
件
費

支
出
内
訳

区　　分

①需用費

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他

３
指
標

決算増減率

100,000
100,000 100,000

100,000 100,000

150,000100,000

50.0%150,000

50.0%

②委託料

単位
24年度

決算額

6,400 5,190

③工事請負費

2

100,000支出合計（Ａ）

予算現額

①国庫支出金

対象の妥当性

自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

100,000

1,444,000

2

320

1,344,000

500

2,100,000

評価項目 内　　容

150,000

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ｂ

効  率  性

有  効  性

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

１次評価
（課長総括）

妥　当　性

4,500

26年度25年度

活
動
指
標

電気柵の設置延長 39,612

成
果
指
標

当初予算額

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

150,000
150,00050.0%

予算現額 決算額

円）（Ｂ） 1,344,0001,344,000

1,444,000

２ 検討の余地あり

150,000

150,000

2

2,100,000

2,250,000

150,000

1,494,000 55.8%

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 改善の余地あり

50.0%

56.3%

56.3%

３ 妥当でない

評
価
結
果

３ 適正でない

　

２ 普通
２ 検討の余地あり

不要現行どおり補助することが適当 ２次評価

鳥獣と人との生活圏の分離、人と野生鳥獣の共生を図ることは重
要であり、野生鳥獣からの人的被害を防止するとともに、農作物
の被害を軽視するため、魚津市有害鳥獣対策協議会の取り組みに
対して引き続き補助を実施する必要がある。

4,200③人件費（②×＠

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 円
③
① ｔ
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

84,000

84,000

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1032

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

ソフト事業

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ｂ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

-40.4%

農業関係団体・組織に対する負担金支出

３
指
標

25年度

4

単位 24年度
計画

5

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 昭和38年度開始年度 当面継続

農林水産課農業関係団体育成事業

農業一般管理費

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業総務費

２
事
業
概
要

事 業 概 要
農業関係団体の運営経費に対する負担金（富山県都市農業連絡協議会、富山県花卉協会、富山県野菜協会、富山県立
中央農業高等学校後援会）

対　   　象

意       図
（成果指標）

農業者及び関係自治体・団体の相互連携、情報交換により、経営の合理化やその拡充・強化等を図り、もって地域農
業の振興を促進する。

100.0%

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

交付組織数
支出額

達成率
100.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

141,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

農産物販売量（水田農業ビジョン・花きを除く）

③工事請負費

⑤その他

420,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

561,000 561,000

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

8,165

141,000

141,000

141,000

141,000

141,000

420,000

100

7,564

84,000

100

420,000

1

100

1 1

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

141,000

負担金支出

農業関係団体・組織

手       段
（活動指標）

5

指　標　名

84

実績

84,000

目  標  名

政  策  名

施  策  名

1

504,000

0.0%

0.0%

-10.2%

420,000

0.0%

504,000

100

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

520,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

24年度
決算額予算現額

141

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
4

84

計画

141 84

84,000

予算現額 決算額

7,470 7,600

141,000

84,00084,000 -40.4%

-40.4%

-40.4%

決算増減率

84,000

26年度

100,000

7,70099.5%

計画
4

1

420,000

100,000

100

100,000

26年度
当初予算額

100,000

評
価
結
果

不要 　
計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

県下全域にわたる負担金であるが、活動内容等を精査し、適正な
額となるよう留意する必要がある。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③
① 円
② 円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

各制度資金借入者の金利負担を軽減し、農業経営の安定を図るた
めに、引き続き実施していく必要がある。

評
価
結
果

不要 　

26年度

331,000

282,000

計画
3

1

1,680,000

400

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

26年度
当初予算額

331,000

決算増減率

10

482,500

予算現額 決算額

-11.9%
331,000

６
評
価

Ａ

評価の視点

364,448

指　標　名

11

活
動
指
標

実績

11

計画

11 11

60,901

254,000

25年度

60,901

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ有  効  性

達成率
利子助成対象者（スーパーＬ）
利子助成対象者（近代化資金）

実績
3

-15.8%

100.0%
100.0%

-20.4%

現行どおり補助することが適当 ２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

400

2,011,000

1

2,179,000 2,162,500

①事務事業に携わる正規職員数

1,680,000

-9.1%

-9.1%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

認定農業者に対する利子補給は、425,349円補助金として交付した。
【内訳】（ｽｰﾊﾟｰL資金）11名　364,448円　　　　（近代化資金）3名　60,901円

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ｂ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

307,904

573,127
⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位
24年度

決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要
農業経営基盤強化促進法の経営改善計画等の認定を受けた農業者（認定農業者）に対して金利負担軽減を図るため、
利子補給を行う。

対　   　象

意       図
（成果指標）

各制度資金借入者の金利負担が軽減され,農業経営の安定が図られる。

借入対象者に助成

各制度資金借入者（認定農業者）

手       段
（活動指標）

施  策  名

3

482,500

72,973

農業総務費

100.0%
100.0%

協働になじまない４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

利子助成金（スーパーＬ）
利子助成金（近代化資金） 72,973

660,000

３
指
標

25年度

3

500,154 364,448

計画
3

500,154成
果
指
標

補助金

245,238

499,000

終了年度平成10年度

係　   　名

開始年度 当面継続

農林水産課農業制度資金利子補給事業

農業制度資金利子補給事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1032

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

573,127 499,000 482,500

一般会計

農林水産業費

農業費

149,000

-10.7%

-16.4%

１ 高い

499,000

245,000

577,127
269,223

440

1,848,000

1

2,421,127

３ 妥当でない

1,680,000

49,000

-15.8%

400

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

660,000

327,000

660,000
333,000

440

1

1,848,000

2,508,000

182,000

３ あり

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

237,262

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① ㎡
② 人
③
① ㎡
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

農業生産基盤を維持し、耕作放棄地を減少させるために必要な施
策であり、平成22年度から第3期対策（5ヶ年継続）として実施し
ており、引き続き実施していく必要がある。

評
価
結
果

不要 　

26年度

57,065,000

83,000

計画
3,725,890

25,748,000

1

3,360,000

800

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

26年度
当初予算額

172,000

168,000
57,405,000

決算増減率

590

57,400,637

予算現額 決算額

102.8%

0.3%

0.4%

57,405,000

６
評
価

Ａ

評価の視点

83,414

指　標　名

590

活
動
指
標

実績

589

計画

590 590

187,100

15,974,637

25年度

-29.3%

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ有  効  性

達成率
協定農用地面積
協定参加者

実績
3,725,890

0.4%

98.1%

0.3%

現行どおり補助することが適当 ２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

800

60,765,000

1

60,760,637 60,760,637

①事務事業に携わる正規職員数

3,360,000

0.0%

0.0%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

○集落マスタープランに基づき、達成目標の整理を行った。
○交付対象農用地について、適正な保全管理がなされているか現地確認を行った。
　交付対象農用地：3,725,890㎡
○平地とのコスト差解消と耕作放棄地の発生防止等を目的に交付金交付事務を行った。
　交付先：市内23集落協定
　交付額：57,060,637円

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ｂ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

15,690,896
25,644,833

56,856,629
⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位

250,000

24年度
決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要

中山間地域の農業・農村が有する水源かん養機能、洪水防止機能等の多面的機能によって、下流域の都市住民を含む
多くの国民の生命財産と豊かな暮らしが守られているが、平地に比べ耕作条件が不利な地域であることから、担い手
の減少や、耕作放棄地の増加等の問題により多面的機能が低下し、国民全体に大きな経済的損失が懸念されているた
め、中山間地域と平地とのコスト差を解消し地域農業を守るための農業生産活動費用等に対して支援する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

集落において、担い手が規模拡大等により集落の中核として定着すること等により本交付金の交付がなくとも集落全
体として農業生産活動の継続が可能となり、耕作放棄地の発生を防ぐ。

農業生産活動として、水路・農道の維持管理、農地と一体となった周辺林地の下草刈りなど、また体制整備のための
活動として、機械・農作業の共同化、担い手への農作業の委託などの事業を実施する中山間地域集落へ交付金を交付
する。

国指定８法及び都道府県知事が指定する地域の農用地区域内に存し、一定の基準を満たす農用地を有する集落協定

手       段
（活動指標）

施  策  名

3,711,780

152,900
57,060,637

152,90075,390

農業総務費

99.8%
100.4%

協働になじまない４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

耕作放棄地面積

57,069,000
172,000

３
指
標

25年度

3,711,780

85,388 85,000

計画
3,728,812

90,000成
果
指
標

補助金

15,741,898

187,100

57,060,637

終了年度平成12年度

係　   　名

開始年度 平成26年度

農林水産課元気な中山間地域づくり支援事業

元気な中山間地域づくり支援事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1032

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

57,196,629 57,400,637 57,400,637

一般会計

農林水産業費

農業費

15,914,000

0.3%

0.4%

１ 高い

57,400,637

15,721,000

264,610

57,196,629
15,860,900

800

3,360,000

1

60,556,629

３ 妥当でない

3,360,000

0.4%

800

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

57,491,000

15,744,000
25,791,000

57,491,000
15,956,000

800

1

3,360,000

60,851,000

15,743,000

３ あり

25,705,000

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

15,911,900

25,746,839

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① ha
② km
③ km
① 千円
② 千円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

農地・水の良好な保全とその質の向上を図る新たな対策として、
様々な状況変化に対応し、将来にわたって農業・農村の基盤を支
え環境の向上を図ることを目的に、平成19年度から5ヶ年継続事業
として実施している。平成24年度から2期対策として新たな5ヶ年
事業を実施している。

評
価
結
果

不要 　

26年度

16,578,000

150

8,800

計画
1,100

1

4,620,000

1,100

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

26年度
当初予算額

128,000

34,000
16,740,000

決算増減率

350

11,846,550

予算現額 決算額

-6.7%

-0.2%
16,740,000

６
評
価

Ａ

評価の視点

147

8,743

指　標　名

対象地域内の農道延長
344

活
動
指
標

実績

344

計画

344 344

2,941

126,825

11,713,000

25年度

2,941

0.4%

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ有  効  性

達成率
対象農用地面積
対象地域内の農業用排水路延長

実績
1,038

-0.2%

99.7%
100.0%

100.0%

-1.2%

現行どおり補助することが適当 ２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

1,100

21,360,000

1

16,497,000 16,466,550

①事務事業に携わる正規職員数

4,620,000

0.0%

0.0%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

○平成24年度実績について精査し、魚津市農地・水・環境保全向上対策地域協議会へ報告した。
○活動組織への交付金交付等の実務を執り行う魚津市農地・水・環境保全向上対策地域協議会へ補助金の交付を行った。
　交付額：11,684,550円
○活動組織と市の協定変更に係る手続きを行った。

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ｂ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

164,000

11,708,978
⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位

127,305

24年度
決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要

農地・水の良好な保全とその質の向上を図る新たな対策として、様々な状況変化に対応し、将来にわたって農業・農
村の基盤を支え環境の向上を図ることを目的として、農業者だけでなく、地域住民、自治会、関係団体など幅広く参
加する活動組織が行う農道・水路等の保全管理活動や農村の自然や景観などを守る地域活動を支援し、農村環境の向
上を図るとともに、水路等施設の長寿命化に向けた取組みを支援する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

将来にわたって、農業者だけでなく、地域住民が幅広く参加して、農業・農村の基盤を支え、継続的な環境の維持・
向上を図ることが可能となる体制を整えていく。

交付対象となる農用地や農業用施設に対して、事務局である魚津市農地・水・環境保全向上対策地域協議会を通し
て、国、県とともに交付金を交付する。なお、活動組織へは協議会から交付金が交付される。

農家と非農家を含む活動組織

手       段
（活動指標）

施  策  名

1,040

35,175
11,684,550

37,00037,695

2,941

農業総務費

100.0%
147

99.8%

協働になじまない４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

交付金額（共同活動）
交付金額（向上活動） 2,941

11,801,000
37,695

３
指
標

25年度

1,040

8,770 8,770

計画
1,040

147

8,770

147
成
果
指
標

補助金

162,000

127,000

11,713,000

終了年度平成19年度

係　   　名

開始年度 平成28年度

農林水産課農地・水保全管理支払交付金事業

農地・水保全管理支払交付金事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1032

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

11,872,978 11,877,000 11,846,550

一般会計

農林水産業費

農業費

16,578,000

-0.2%

-0.2%

１ 高い

11,877,000

164,000

126,305

11,872,978
11,708,978

1,100

4,620,000

1

16,492,978

３ 妥当でない

4,620,000

2,941

-0.2%

1,100

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

11,966,000

164,000

11,966,000
11,802,000

1,100

1

4,620,000

16,586,000

162,000

３ あり

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

11,684,550

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 千円
②
③
① ｔ
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

1,445,000

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1032

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

補助金

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ｂ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

16.1%

魚津市農協、果樹振興会、蔬菜振興会、KUUﾌｧｰﾏｰｽﾞ、農業技術者協議会、農村食生活改善推進協議会、集落営農協議会、地域担い手
育成総合支援協議会へ補助金を交付した。

３
指
標

25年度

1,445

単位 24年度
計画

1,245

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 不明開始年度 当面継続

農林水産課農業改良普及事業

農業改良普及事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要 農業指導対策や農作業特報の作成、試験圃場の設置などを実施する農業団体に対する支援を実施。

対　   　象

意       図
（成果指標）

実証圃などによる多くのデータの収集や集積農業技術、農業者の品質に対する意識、農作物の品質の向上を図り、作
物を安定的な栽培、販売を可能にすることにより、農業経営の安定化を推進する。

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

合計交付金額
達成率
100.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

1,245,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

農産物販売量（水田農業ビジョン・花きを除く）

③工事請負費

⑤その他

3,360,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

4,605,000 4,605,000

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

8,165

1,245,000

1,245,000

1,245,000

1,245,000
1,245,000

5,040,000

800

7,564

1,445,000
1,445,000

800

3,360,000

2

800

2 2

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

1,245,000

魚津市農協、果樹振興会、蔬菜振興会、KUUﾌｧｰﾏｰｽﾞ、農業技術者協議会、農村食生活改善推進協議会、集落営農協議
会、地域担い手育成総合支援協議会へ補助金を交付。

農業関係団体

手       段
（活動指標）

1,245

指　標　名 実績

1,445,000

目  標  名

政  策  名

施  策  名

4

4,805,000

50.0%

50.0%

40.8%

3,360,000

100.0%

6,485,000

1,200

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ｂ

6,485,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ｂ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

24年度
決算額予算現額

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
1,445

計画

1,445,000

予算現額 決算額

16.1%

7,470 7,600

1,245,000

1,445,0001,445,000 16.1%

16.1%

決算増減率

1,445,000

26年度

1,445,000

7,70099.5%

1,445,000

計画
1,445

4

5,040,000

1,200

1,445,000

26年度
当初予算額

1,445,000

評
価
結
果

不要 　
補助率及び上限額について見直す余
地あり

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

効果を検証しながら、補助金額の妥当性、組織の統合について検
討しなければならない。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 日
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

国の生産調整制度にあわせて、県・市において地域に応じた特定
作物の生産拡大を図る事業である。確実な生産調整の実施と市の
特産品の生産拡大に必要な事業である。市単独の助成分について
は、毎年検討する必要がある。

評
価
結
果

不要 　

26年度

0
4,556,000

1

計画
44

2

6,300,000

0
0

1,500

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

26年度
当初予算額

334,000
0

170,000
5,060,000

決算増減率

5,210,000

予算現額 決算額

-12.5%

5,060,000

0

６
評
価

Ａ

評価の視点

1

指　標　名

活
動
指
標

実績 計画

339,150

150,000

0

25年度

89.4%

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ有  効  性

達成率
転作現地確認実施のべ日数（春・秋）

実績
44

-100.0%

3.3%

100.4%

3.0%

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

2

1,500

11,360,000

2

11,510,000 11,510,000

①事務事業に携わる正規職員数

6,300,000

0.0%

0.0%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

○米の適正かつ公平な数量・面積配分の前提となる米の配分基準単収を見直して設定した。
○農業者別の営農計画書（細目書）に基づく水田情報等の収集・整理に努め、一元的なデータ管理を行った。
○より円滑な事務が行えるよう水田情報データ（Excel）の項目の追加や見直しなどを行った。
○生産調整の確実な実施のために必要な現地確認を農協や共済組合など関係機関と連携して実施した。
　５月～６月　のべ36日　　９月　のべ８日
○経営所得安定対策の普及推進及び交付金交付にかかる作付面積や要件確認事務など実務を担当する団体へ補助金を交付した。
　交付先：魚津市農業再生協議会　補助金額：4,556,000円

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ｂ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

5,060,000
0

0
4,556,000

⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位

215,000

0
0

24年度
決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要
米価の安定と農業経営の向上を図るため、米の生産調整を推進する。国・県から配分された米の生産数量目標に基づ
き、市内の生産調整のための配分を行い、生産調整が確実に行われているかどうか現地確認を行うとともに、転作作
物の作付に対して助成を行う。

対　   　象

意       図
（成果指標）

生産調整を確実に実施し達成する。

水稲の配分基準単収の設定、一定ルールに基づく米の数量及び面積配分、水稲生産実施計画書（細目書）の回収・確
認、転作現地確認、経営所得安定対策の推進

生産調整に参加する農家

手       段
（活動指標）

施  策  名

43

164,850

0
4,706,000

171,000188,475

農業振興費

100.0%

協働している４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

生産調整達成率（配分面積/主食用水稲作付面積）

4,586,000
189,000

136,500

３
指
標

25年度

44

1 1

計画
46

1成
果
指
標

ソフト事業

0
5,210,000

333,000
0
0

4,706,000

終了年度平成16年度

係　   　名

開始年度 当面継続

農林水産課生産調整推進対策事業

生産調整推進対策事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1034

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

5,060,000 5,210,000 5,210,000

一般会計

農林水産業費

農業費

0

1.3%

3.0%

0

１ 高い

5,210,000

5,060,000

179,025

5,060,000

0
0

0

1,500

6,300,000

2

11,360,000

３ 妥当でない

6,300,000

3.0%

0

1,500

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

4,990,000

4,960,000
0

4,990,000

0
0

30,000

1,500

2

6,300,000

11,290,000

5,060,000

３ あり

0

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

0

0

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① 人
② 人
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

持続可能な農業を推進するためには、農業後継者の育成が必要で
あり、新規就農希望者への必要な支援である。

評
価
結
果

不要 　

26年度

4,500,000

0

計画
1

1

4,200,000

1,000

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

26年度
当初予算額

4,500,000

決算増減率

4,790,000

予算現額 決算額

-65.9%
4,500,000

６
評
価

Ａ

評価の視点

1

指　標　名

活
動
指
標

実績 計画

3

520,000

25年度

3

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ有  効  性

達成率
就農計画認定者

実績
1

4.9%

100.0%
100.0%

40.2%

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

1,000

8,700,000

1

9,740,000 8,990,000

①事務事業に携わる正規職員数

4,200,000

0.0%

0.0%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

就農研修支援事業補助（就農研修資金を借り長期実践研修事業を行った者が、円滑な就農を図るために、研修資金の償還にかかる助
成を行った。）
青年就農給付金事業

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ｂ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

3,045,000

4,568,000
⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位
24年度

決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要

県、市及び農業団体が一体となって、新規就農を希望する者の発掘や就農するための知識及び技術の習得、機械施設
の装備等に総合的な支援を充実強化し、若者等が意欲をもって就農できる条件を整備し、効率的かつ安定的な農業経
営を支える人材を確保・育成するもの。
就農後の青年就農者に対する給付金の給付

対　   　象

意       図
（成果指標）

就農初期段階の効果的な経営支援により就農計画目標達成の早期確立。

新規就農者に対する事業

新規就農者

手       段
（活動指標）

施  策  名

2

4,790,000

2

農業振興費

100.0%

協働になじまない４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

農業新規担い手確保総合対策強化支援事業

青年就農給付金対象者 2

10,378,000

３
指
標

25年度

1

1 1

計画
2

1成
果
指
標

ソフト事業

4,270,000

5,540,000

終了年度平成4年度

係　   　名

開始年度 当面継続

農林水産課農業後継者育成事業

農業後継者育成事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1032

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

4,568,000 5,540,000 4,790,000

一般会計

農林水産業費

農業費

2.5%

4.9%

１ 高い

5,540,000

5,020,000

4,568,000
1,523,000

1,000

4,200,000

1

8,768,000

３ 妥当でない

4,200,000

3

4.9%

1,000

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

10,378,000

6,855,000

10,378,000
3,523,000

1,000

1

4,200,000

14,578,000

4,500,000

３ あり

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

520,000

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 千円
② ｔ
③
① ｔ
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

870,953

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1032

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

ソフト事業

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ａ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

25.4%

一定の市場に出荷した野菜の価格が著しく値下がりした場合に、その値下がりに対して補給金を交付した。

３
指
標

25年度

900

単位 24年度
計画

900

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 平成13年以前開始年度 当面継続

農林水産課野菜価格安定事業

野菜価格安定事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要 一定の市場に出荷した野菜の価格が著しく値下がりした場合に、その値下がりに対して補給金を交付する事業。

対　   　象

意       図
（成果指標）

価格の変動に大きく左右されることのない、安定生産と計画出荷を可能にする。

103.3%

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

補給金
交付予約数

達成率
96.7%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

900,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

野菜販売量（水田農業ビジョン）

③工事請負費

⑤その他

420,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

1,320,000 1,114,534

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

1,070

900,000

694,534

694,534

694,534
900,000

1,260,000

100

1,039

900,000
870,953

100

420,000

1

100

1 1

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

900,000

野菜価格の著しい低下に対して、交付予約数量に応じた価格差補給金を交付することにより、野菜生産者の経営安定
による継続生産と卸売市場への安定供給による消費者価格の安定を図った。

野菜生産者

手       段
（活動指標）

635

指　標　名

1,172

実績

900,000

目  標  名

政  策  名

施  策  名

1

1,320,000

200.0%

200.0%

91.2%

420,000

0.0%

2,130,953

300

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

2,151,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

24年度
決算額予算現額

1,200

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
870

1,240

計画

1,189 1,200

870,953

予算現額 決算額

25.4%

1,067 1,100

694,534

870,953900,000 25.4%

25.4%

決算増減率

900,000

26年度

891,000

1,10094.5%

891,000

計画
900

1

1,260,000

300

891,000

26年度
当初予算額

891,000

評
価
結
果

不要 　
計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

国・県の制度であり、連携して実施する必要がある。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 組織
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

農事組合法人等の経営の安定化に資するため、助成するものであ
り引き続き事業を実施する必要がある。

評
価
結
果

不要 　

26年度

1,450,000

19

計画
8

1

420,000

100

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

26年度
当初予算額

1,450,000

決算増減率

1,343,000

予算現額 決算額

-21.6%
1,450,000

６
評
価

Ａ

評価の視点

18

指　標　名

活
動
指
標

実績 計画

1,550,000

25年度

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ有  効  性

達成率
農事組合法人

実績
8

-21.6%

92.1%

現行どおり補助することが適当 ２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

100

1,870,000

1

1,970,000 1,763,000

①事務事業に携わる正規職員数

420,000

0.0%

0.0%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

○市内８農事組合法人すべてを対象として、償却資産に対する助成を行った。
○次年度の補助対象把握のため、新規購入資産の調査を行っている。

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ａ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

1,713,000
⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位
24年度

決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要
農事組合法人が農業経営の安定化、効率化、近代化等を推進するために取得した農業用機械等の償却資産の運用に資
するために要する経費の一部を補助することにより、早期の経営安定、独立を促す。

対　   　象

意       図
（成果指標）

農事組合法人の経営の安定化、効率化により、地域の担い手として農地の利用集積を推進し、経営規模の拡大を図る。

農事組合法人の償却資産

農事組合法人

手       段
（活動指標）

施  策  名

8

1,343,000

農業振興費

100.0%

協働している４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

農事組合法人への利用集積率

2,000,000

３
指
標

25年度

8

17 19

計画
8

18成
果
指
標

補助金

1,550,000

終了年度平成21年度

係　   　名

開始年度 当面継続

農林水産課集落営農組織支援事業

集落営農組織支援事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1032

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

1,713,000 1,550,000 1,343,000

一般会計

農林水産業費

農業費

1,450,000

-17.3%

-21.6%

１ 高い

1,550,0001,713,000
1,713,000

100

420,000

1

2,133,000

３ 妥当でない

420,000

-21.6%

100

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

2,000,000

2,000,000
2,000,000

100

1

420,000

2,420,000

３ あり

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

1,343,000

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 日
③
① 件
② 件
③ 件

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

170,200

2,047,000

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1032

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

ソフト事業

1,942,000

441,000
960,750

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ａ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

11.1%

農地法第３条・４条・５条、農業経営基盤強化法第１８条の業務。それぞれ毎月、申請書を受付、内容を審査し、農業委員会に諮る。
農業委員会総会を月１回、開催し、農地法の許可申請の内容を審査した。また総会の議事録の作成し公開している。
農地台帳を作成し、農地の状況を把握する。（10a以上の農地を耕作する農家の把握・農業従事者の耕作農地の登録・耕作面積の変更など）
農地法の許可申請に係る内容について、窓口や電話などで相談を受け付けた。
法務局や税務署などの農地に関する手続き（納税猶予・登記官照会など）
農地の現地調査（農地パトロール・農地法の手続きに関する農地の現況確認）

３
指
標

25年度

12

単位 24年度
計画

12

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 昭和53年度以前開始年度 当面継続

農林水産課農業委員会運営事業

農業委員会一般管理費

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業委員会費

２
事
業
概
要

事 業 概 要
農業委員会の運営。農地法関係業務、農業振興活動、諸証明の発行業務等の執行のため、農地・農家に関する基礎的
な情報を収集し、台帳として整備する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

農業委員会の権限に属する事務を適正に行う。農家世帯、農業従事者等を的確に把握し、権利・義務を円滑に履行す
る便宜を図る。関係法令等に基づき農地を管理し、計画的かつ適切な土地利用を推進する。

100.0%

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

農業委員会総会開催数
農地パトロール日数

達成率
100.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

3,955,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

農地法第３条許可件数
農地法第４条・５条進達件数

③工事請負費

⑤その他

6,804,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

10,759,000 10,296,927

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

30

農業経営基盤強化法第18条利用権設定件数

3,955,000

2,290,000

326

153,200

3,576,927
2,373,840

3,576,927

2,700,000

1,665,000

6,720,000

1,600

300

26
58

350

3,985,750
1,876,995

2,373,640

1,600

6,720,000

3

1,620

4 4

1,961,000 1,944,000

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

90
300

156,000

農業委員会総会等の開催及び議事録の作成・公開。農地法第３条・４条・５条、農業経営基盤強化法第18条の業務。
農地台帳の作成（10a以上の農地を工作する農家の把握、農業従事者の耕作農地の登録、耕作面積の変更など）

農地、農業従事者、農地法・農業経営基盤強化促進法に基づく申請者

手       段
（活動指標）

12

指　標　名

4

実績

172,000

目  標  名

政  策  名

施  策  名

3

10,705,750

0.0%

0.0%

2.4%

6,720,000

0.0%

10,538,995

1,600

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

10,490,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

630,000

24年度
決算額
419,887
630,000

予算現額
469,000 314,405

960,750

4

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
12
4

計画

4 4

3,818,995

予算現額 決算額

0.0%

16.2%

57
23 20

60

52.5%

1,615,927

3,818,9953,985,750
2,412,000

6.8%

6.8%

-1.0%

決算増減率

-25.1%

2,041,750

26年度

172,000

25
60

130.0%
96.7%

116.7%

1,723,000

計画
13

350

2

6,720,000

1,600

3,770,000

26年度
当初予算額

477,000
648,000

2,473,000
3,770,000

評
価
結
果

不要 　
計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

農業委員会については、平成21年度の農地法改正以来、法令事
務、業務が増加するとともに、その重要度も増してきている。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 人
③
① 人
② 人
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

農業者従事者の離農後の生活安定に資するものであり必要な事業
である。

評
価
結
果

不要 　

26年度

3

計画
50

1

1,680,000

400,000

400

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

26年度
当初予算額

125,000

275,000
400,000

決算増減率

16

109,792

予算現額 決算額

-100.0%

400,000

400,000

６
評
価

Ｂ

評価の視点

4

指　標　名

18

活
動
指
標

実績

18

計画

18 18

2

109,792

25年度

2

4.9%

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ｂ有  効  性

達成率
各種届出書処理件数
加入促進対象者

実績
65

133.3%
100.0%

事業の進め方・内容について改善の
余地あり

２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

400

2,080,000

1

2,080,000 1,789,792

①事務事業に携わる正規職員数

1,680,000

33.3%

33.3%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

○平成２４年度までに死亡している受給権者で死亡届未提出者や２５年度中に志望した受給権者に対して、届出案内を送付した。
○農協との協力により、受給権発生者に対して裁定請求手続きについて説明を行い、請求書類を基金に送付した。
○農業委員との協力により、加入促進者に対し説明等を行うなど加入促進に努めた。
○農業者年金基金ＨＰから各種届出書類をダウンロードし、各種届出がスムーズに行えるよう改善を図った。

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ｂ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位

135,000

24年度
決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要
農業者年金加入者、受給者に関する手続書類の審査、受付、農業者年金基金への進達事務
農業者年金の加入促進活動

対　   　象

意       図
（成果指標）

年金受給者及び新規加入者の増加

農業者年金加入者の各種届出の処理や新規加入者の促進

農業者年金加入者及び加入促進対象者

手       段
（活動指標）

施  策  名

35

260,000124,685

0

農業委員会費

100.0%
130.0%

協働になじまない４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

年金裁定請求者
年金新規加入者 2

265,000

３
指
標

25年度

50

3 3

計画
40

3成
果
指
標

ソフト事業

140,000

終了年度昭和45年

係　   　名

開始年度 当面継続

農業委員会事務局農業者年金事業

農業者年金事業

自治事務

庶務係

0765-23-1032

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

229,305 400,000 109,792

一般会計

農林水産業費

農業費

20.2%

-52.1%

-52.1%

１ 高い

400,000

104,620

229,305

229,305

300

1,260,000

1

1,489,305

３ 妥当でない

1,680,000

2

-52.1%

109,792

400

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

400,000

400,000

400,000

300

1

1,260,000

1,660,000

３ あり

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

400,000

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1032

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

ソフト事業

400,000

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ｂ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

集落営農の法人化支援　1件

３
指
標

25年度

1

単位 24年度
計画

0

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 平成25年度開始年度 当面継続

農林水産課農業経営体法人化支援事業

農業経営体法人化支援事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要 法人化した集落営農に対する経費の定額助成

対　   　象

意       図
（成果指標）

法人化した集落営農

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

法人化を目指すべき集落営農
達成率
100.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

0

成
果
指
標

支
出
内
訳

法人化された集落営農

③工事請負費

⑤その他

0

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

0 0

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

0

0

0

0

0

0

1,260,000

300

9

400,000

0

1

0 400,000

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

0

法人化を目指すべき集落営農

法人化した集落営農

手       段
（活動指標）

0

指　標　名 実績

400,000

目  標  名

政  策  名

施  策  名

1

1,660,000

1,260,000

1,660,000

300

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

1,260,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

24年度
決算額予算現額

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
1

計画

400,000

予算現額 決算額

0 9

400,000400,000

決算増減率

26年度

10100.0%

計画
0

1

1,260,000

300

0

26年度
当初予算額

0

評
価
結
果

不要 　
計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

法人化した集落営農に対する経費の定額助成する。今後も引き続
き法人化を目指す集落営農に対し実施していく必要がある。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② ha
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

4,369,000

5,008,000

0
0

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1034

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

補助金

0
4,745,000

273,000
0
0

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ｂ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

-3.7%

○助成対象農業者別の営農計画書（細目書）に基づく対象作付面積の集計及び確認を行った。
○助成対象となる圃場確認のため、現地確認を行った。（生産調整推進対策事業の現地確認と併せて実施）
○米の生産調整を将来にわたり円滑に実施するための事業（備蓄米・加工用米等の地域ぐるみの取組や不作付地の解消を図る）が新
規に追加されたことから、該当する農地の面積等の確認を行った。
○県で毎年度事業内容が見直されることから、事業内容について農協等の関係団体と連携しながら農家への周知・啓発を行った。
○助成対象農家への補助金の円滑な交付のため、農協を一括窓口として補助金手続きを行った。
　交付先：魚津市農業強度組合　補助金額：4,369,000円

３
指
標

25年度

28

単位 24年度
計画

28

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 平成16年度開始年度 当面継続

農林水産課水田利活用推進事業

水田利活用推進事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要
米の生産調整を確実に実施するとともに、水田の有効活用と食料自給率向上に対応した収益性の高い水田農業の推進
のため、備蓄米等による生産調整対応の取組体制の構築、園芸作物等の特産振興等に要する経費に対し、補助金を交
付するもの。

対　   　象

意       図
（成果指標）

水田の有効活用及び収益性の高い作物の作付により、農業経営の安定化を図る。

100.0%

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

助成対象となった農家数（園芸作物等特産振興事業分）

助成対象となった作付面積（園芸作物等特産振興事業分）

達成率
100.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

5,148,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

事業を活用した販売農家の割合（園芸作物等特産振興事業分）

③工事請負費

⑤その他

2,520,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

7,668,000 7,434,000

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

3

5,148,000

5,148,000
0

0
4,538,000

4,914,000
0

113,085

4,914,000

114,000

0
0

0

2,100,000

500

3

5,118,000
0

98,910

600

2,520,000

1

600

1 1

0
4,914,000 5,118,000

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

4,772,000

対象者及び対象作物の作付面積・生産数量等の確認事務（細目書）、現地確認

備蓄米等による生産調整対応の取組体制の構築に取組む団体及び水田高度利用及び園芸作物等の特産品目の作付を行う農業経営体

手       段
（活動指標）

28

指　標　名

28

実績

4,742,000

目  標  名

政  策  名

施  策  名

1

7,218,000

-16.7%

-16.7%

-7.9%

2,100,000

0.0%

6,845,000

500

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

7,108,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

0

24年度
決算額
262,915

0

予算現額
262,000 277,090

0
0
0

29

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
28
28

計画

29 28

4,745,000

予算現額 決算額

-12.5%

3 3

0
0

4,745,000
0

5,118,000
0

103,000
-3.4%

-3.4%

-3.4%

決算増減率

5.4%

0
0

26年度

0
4,632,000

3100.0%

0

計画
28

0

1

2,100,000

0
0

500

5,008,000

26年度
当初予算額

274,000
0

102,000
5,008,000

評
価
結
果

不要 　現行どおり補助することが適当 ２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

給食自給率向上に対応した収益性の高い水田農業の推進のため、
水田の高度利用や園芸作物等の特産振興等に係る経費について、
県単独の助成補助金を交付する事業である。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 地区
②
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働している

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1032

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

ソフト事業

245,500
94,500

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ａ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

○平成２５年度で離農等を検討している農業者について、地域の中心となる経営体に農地集積を行うようプランの一部変更を行っ
た。
○プランの継続的な協議やプランに関連した施策等についてＰＲを行った。

３
指
標

25年度

11

単位 24年度
計画

11

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 平成24年度開始年度 当面継続

農林水産課人・農地プラン作成事業

人・農地プラン作成事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要
地域農業が抱える「人と農地の問題解決」のため、集落・地域における話合いにより、今後の地域の中心となる経営
体やその中心となる経営体への農地集積を含めた地域農業のあり方を示した地域農業マスタープランを作成させるた
めの取り組みを行う。

対　   　象

意       図
（成果指標）

中心となる経営体と位置付けられた農業者により、地域農業の活性化を図る。

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

人・農地プランの作成数
達成率
100.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

600,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

中心経営体数

③工事請負費

⑤その他

2,940,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

3,540,000 3,370,000

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

130

600,000
600,000

430,000
430,000

40,000

430,000

60,000

1,680,000

700

133

400,000

20,000

700

2,940,000

1

700

1 1

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

人・農地プランの作成数（地区数）

市内の各地区を範囲とする農業者

手       段
（活動指標）

11

指　標　名 実績

目  標  名

政  策  名

施  策  名

1

3,340,000

-42.9%

-42.9%

-42.7%

2,940,000

0.0%

1,930,000

400

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

2,040,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

0

24年度
決算額
390,000

0

予算現額
540,000 135,500

94,500

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
11

計画

250,000

予算現額 決算額

-50.0%

-41.9%

133 140

250,000
250,000

400,000
400,000

60,000
-41.9%

-41.9%

決算増減率

-65.3%

26年度

14095.0%

計画
11

360,000

1

1,680,000

400

360,000

26年度
当初予算額

200,000
100,000

60,000
360,000

評
価
結
果

不要 　
計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

地域農業の担い手への土地利用集積、青年就農者の定着など集
落・地域が抱える人と農地の問題を解決するため、市内11地区で
人・農地プランの作成に取り組み農業の振興につなげる。各地区
で作成されたプランをもとに、地域の中心となる経営体への農地
集積を行うためにも引き続き事業を実施していく必要がある。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① 戸
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

野菜を集出荷するための拠点施設として必要な施設設備を緊急に
整備した経費に対し補助金を交付する。

評
価
結
果

不要 　

26年度

75

計画
0

0

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

26年度
当初予算額

0

決算増減率

1,000,000

予算現額 決算額

0

６
評
価

Ａ

評価の視点

75

指　標　名

活
動
指
標

実績 計画

1,000,000

25年度

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ有  効  性

達成率
補助金額

実績
1,000,000

150.0%

現行どおり補助することが適当 ２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

100

0

1

1,420,000 1,420,000

①事務事業に携わる正規職員数

420,000

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

市内青果市場廃業によりなくなった野菜の市場出荷体制を確保するため、野菜を集出荷するための拠点施設として必要な施設設備を
緊急に整備した経費に対し補助金を交付した。

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ａ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位
24年度

決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市内青果市場廃業によりなくなった野菜の市場出荷体制を確保するため、野菜を集出荷するための拠点施設として必
要な施設設備を緊急に整備した経費に対し補助金を交付する事業

対　   　象

意       図
（成果指標）

魚津市野菜の市場出荷体制及び野菜を集出荷する農家が確保される。

野菜を集出荷するための拠点施設として必要な施設設備を緊急に整備した経費に対し補助金を交付する。

魚津市農協

手       段
（活動指標）

施  策  名

0

1,000,000

農業振興費

100.0%

協働になじまない４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

共同出荷農家

３
指
標

25年度

1,000,000

0 50

計画
0

0成
果
指
標

補助金

1,000,000

終了年度平成25年度

係　   　名

開始年度 平成25年度

農林水産課野菜集出荷施設整備支援事業

野菜集出荷施設整備支援事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1034

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

0 1,000,000 1,000,000

一般会計

農林水産業費

農業費

１ 高い

1,000,0000

0

0

３ 妥当でない

420,000

100

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

0

0

0

0

３ あり

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

1,000,000

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
② 日
③ 個
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

400,000

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1032

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

補助金

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ａ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

0.0%

長引野花卉切花出荷組合の球根・切花の栽培　ユリ見本園の開催・PR　市内保育園、福祉施設及び市役所への切花贈呈式の開催と
いった活動に対して補助金を交付した。

３
指
標

25年度

1,800,000

単位 24年度
計画

1,800,000

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 平成13年度開始年度 当面継続

農林水産課園芸産地支援事業

園芸産地支援事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要
魚津市の花「カノコユリ」の球根と切花の栽培を中心に、その栽培技術の継承と新技術の導入を図りながら栽培規模
の拡大と切花の特産化を目指すとともに花卉生産の振興に努める。

対　   　象

意       図
（成果指標）

球根栽培農家の生産意欲が沸く。
カノコユリを魚津市の花として、市内外に浸透させていく。

95.0%

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

ユリ見本園売り上げ
ユリ見本園の開催日数

達成率
94.4%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

400,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

新規就農者数

③工事請負費

⑤その他

420,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

820,000 820,000

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

1

400,000

400,000

400,000

400,000
400,000

1,260,000

300

25

0

400,000
400,000

100

420,000

1

100

1 1

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

400,000

球根・切花の栽培　ユリ見本園の開催・PR　市内保育園、福祉施設及び市役所への切花贈呈式の開催

球根生産農家、一般住民

手       段
（活動指標）

1,700,000

指　標　名

20

実績

400,000

目  標  名

政  策  名

施  策  名

25

1

1,660,000

200.0%

200.0%

102.4%

1,260,000

0.0%

1,660,000

300

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ｂ

1,660,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

24年度
決算額予算現額

25 25贈呈施設の数
20

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
1,700,000

19

計画

20 20

400,000

予算現額 決算額

0.0%

0 1

400,000

400,000400,000 0.0%

0.0%

決算増減率

400,000

26年度

400,000

25

1

100.0%

0.0%

400,000

計画
1,800,000

1

1,260,000

300

400,000

26年度
当初予算額

400,000

評
価
結
果

不要 　現行どおり補助することが適当 ２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

カノコユリは市の花であるが、生産農家の高齢化が進んでおり、
経営安定化、後継者対策について引き続き検討していく必要があ
る。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 頭
③
① 円
② 円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

会　   　計 一般会計

基本目標１　にぎわい、活力あるまち 款

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 家畜診療事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

事  業  期　間

農林水産業費

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興 項 農業費

施  策  名 ４　農業の振興 目 家畜診療事業費

予 算 事 業 名 家畜診療事業 係　   　名 家畜診療所

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1034

開始年度 昭和40年 終了年度

農林水産課

当面継続 予
算
科
目

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 家畜の診療とともに衛生管理及び飼養管理指導を推進し、生産性の向上を図り経営の安定化に資する。

対　   　象 畜産農家、飼養家畜

手       段
（活動指標）

家畜の診療、各種予防接種の実施並びに水族博物館アザラシ、ペンギンの診療

意       図
（成果指標）

家畜の診療を行うとともに、衛生飼養管理改善指導等により事故率の低減を図り、生産性の向上を図る。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

109.1% 100
500

110 120
予防接種頭数 8,000 9,420 8,000 8,647 108.1%

成
果
指
標

家畜診療手数料 1,500,000 1,608,830

活
動
指
標

診療件数 110 135

128.9% 1,400,000
予防接種代 800,000 1,037,921 800,000 1,021,858 127.7% 100,000

1,500,000 1,934,010

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 1,290,000 615,232
②委託料

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

1,180,000 1,043,373 69.6% 1,030,000

③工事請負費
④負担金補助及び交付金

443,000
支出合計（Ａ） 1,813,000 1,047,123 1,710,000 1,468,042 40.2% 1,473,000
⑤その他 523,000 431,891 530,000 424,669 -1.7%

財
源
内
訳

①国庫支出金

313,000 210,000

③地方債
④その他（使用料、雑入等） 1,500,000 1,047,123 1,500,000 1,468,042 40.2%

②県支出金

40.2%

1,400,000

1

73,000
1,473,000

⑤一般財源

4,284,000 4,284,000 4,284,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

収入合計 1,813,000 1,047,123
1

1,710,000 1,468,042

970

1

0.0% 4,074,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 6,349,000 5,331,123 5,994,000 5,752,042 7.9% 5,547,000

人
件
費 4,536,000

0.0% 1

②年間所要時間 1,080 1,020 1,020 1,020 0.0%

３ 妥当でない

一戸当たりの飼養頭羽数が増加する多頭飼養化に進展する中、飼養規模の拡大とともに生産性の向上を図ってきたが、それに伴い病
傷事故発生件数も増加傾向にあり、家畜の診療を行うとともに衛生管理及び飼養管理指導等による事故率の低減を図り、農場段階で
の生産性・収益性の向上並びに家畜の健全化を図った。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性 １ 妥当である

Ｂ

効  率  性 Ｂ

目的の妥当性 １ 妥当である
１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

評価項目 内　　容

２ 検討の余地あり

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

家畜の衛生管理及び飼養管理指導に努めており、畜産経営の安定
化に資する必要な事業である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 頭
② 羽
③
① 頭
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

円）（Ｂ）4,200

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

畜産を取り巻く環境は、需要量の減少、価格に低迷さらには餌価
格の高値推移等非常に厳しいものになっている。このような環境
の中、低コストで効能力・高品質な乳用牛や肉用牛の増産を図る
ことは、消費者に安全な畜産物を供給する点において重要なこと
であり、必要な事業である。

評
価
結
果

不要

500,000

当初予算額

500,000

-3.4%

決算増減率

500,000

26年度

500,000

50

計画
2

2,000

1

168,000

40

668,000

500,000

25年度

432,600

26年度
予算現額 決算額

導入頭数
導入羽数

市民協働の状況

実績
2

1,500

40

６
評
価

Ｂ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ
１ 妥当である

40

168,000

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

0.0%

有  効  性
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

対象の妥当性
２ 検討の余地あり

１ 高い
１ なし

２ 普通
Ｂ

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

単位

500,000

②県支出金

500,000
①国庫支出金

区　　分

①需用費

24年度
決算額予算現額

計画
2

50

2

447,700
447,700

447,700

500,000

2,000 1,600

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

⑤その他
支出合計（Ａ）

④負担金補助及び交付金

②委託料

500,000

事  業  期　間 予
算
科
目

当面継続昭和63年開始年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

目  標  名

事 業 概 要
消費の伸びの鈍化等により畜産物価格が低迷しており、乳用牛並びに採卵鶏の資質改良等により畜産経営の低コスト
化を促進し、需要の動向に見合った生乳や鶏卵の生産基盤の育成と畜産経営の安定化に資する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

乳用牛及び採卵鶏の資質改良により高品質な畜産物を生産し、低コスト化を図る。

乳用牛　　　　　　2頭
採卵用育すう　2,000羽導入

畜産農家（酪農家及び養鶏農家）

手       段
（活動指標）

成
果
指
標

導入頭羽数（肥育豚換算：乳用牛5頭、鶏0.02頭）

総
合
計
画

３
指
標

政  策  名

施  策  名

42

25年度

2

基本事業名

実績指　標　名 達成率

２
事
業
概
要

単位

75.0%2,000

80.0%

活
動
指
標

24年度

100.0%

４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

補助金

終了年度

協働になじまない

農林水産課優良素畜導入事業

優良素畜導入事業

自治事務

家畜診療所

0765-23-1034

担
当
部
署

会　   　計

係　   　名

電 話 番 号

課       名

50

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

３ 妥当でない
３ 妥当でない

２ 検討の余地あり
２ 目標どおり

効  率  性 Ｂ

３ 妥当でない
３ 低い・未実施
３ あり
３ 低い

評価項目

668,000 668,000

40

1

40

600,600

168,000 168,000

２ 検討の余地あり

自治体関与の妥当性
目的の妥当性

３ 適正でない
３ 適正でない２ 改善の余地あり

　

２ 改善の余地あり
負担割合の適正化

３ 低い２ 普通

１ 適正である
１ 適正である

事業の進め方・内容について改善の
余地あり

実施主体の適正化
コスト効率

款

項

目

一般会計

農林水産業費

農業費

畜産業費

２ 検討の余地あり

１ 高い

615,700

40

168,000

内　　容

事業に取り組む農家集団への補助金等交付事務。

-2.5%

③人件費（②×＠

500,000
500,000

①事務事業に携わる正規職員数 11

計画

432,600
0.0%

432,600

-3.4%
432,600

1

447,700 500,000 -3.4%

-3.4%



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 頭
②
③
①
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

会　   　計 一般会計

基本目標１　にぎわい、活力あるまち 款

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 受精卵移植事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

事  業  期　間

農林水産業費

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興 項 農業費

施  策  名 ４　農業の振興 目 畜産業費

予 算 事 業 名 受精卵移植事業 係　   　名 家畜診療所

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1034

開始年度 平成元年 終了年度

農林水産課

当面継続 予
算
科
目

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

乳用牛及び肉用牛の短期改良、高能力・高品質牛の増産を図るため県を中心として受精卵の野外での実用化を図って
おり、実用化の目途も立ちつつあるが技術的な問題等による低受胎率ため畜産農家の取り組みについて消極的である
ため、酪農家の理解を得るとともに移植技術の高位平準化を図りつつ受精卵移植の普及を推進し、以って生産性の向
上を図る。

対　   　象 乳用牛及び肉用牛からの採卵並びに受精卵の移植。

手       段
（活動指標）

採卵並びに移植頭数

意       図
（成果指標）

乳用牛及び肉用牛の資質改良等により、高品質な畜産物を生産しつつ、生産性の向上を図る。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

880.0% 205 44

成
果
指
標

受胎率 60 43

活
動
指
標

実施頭数 5 25

66.7% 6060 40

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費
②委託料

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

36,000 36,000 36,000 36,000 0.0% 144,000
③工事請負費
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 36,000 36,000 36,000 36,000 0.0% 144,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

36,000 36,000

③地方債

0.0%
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

0.0%
36,000

1

144,000
144,000

⑤一般財源 36,000

168,000 168,000 168,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

収入合計 36,000 36,000
1

36,000 36,000

40

1

0.0% 168,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 204,000 204,000 204,000 204,000 0.0% 312,000

人
件
費 168,000

0.0% 1

②年間所要時間 40 40 40 40 0.0%

３ 妥当でない

受精卵の採卵並びに移植を実施した農家集団への補助金等交付事務。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性 １ 妥当である

Ｂ

効  率  性 Ｂ

目的の妥当性 １ 妥当である
１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

評価項目 内　　容

２ 検討の余地あり

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

畜産を取り巻く環境は、需要量の減少、価格に低迷さらには餌価
格の高値推移等非常に厳しいものになっている。このような環境
の中、低コストで効能力・高品質な乳用牛や肉用牛の増産を図る
ことは、消費者に安全な畜産物を供給する点において重要なこと
であり、必要な事業である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 頭
②
③
① 頭
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

会　   　計 一般会計

基本目標１　にぎわい、活力あるまち 款

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 家畜法定伝染病防疫衛生対策事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ４-２　農業経営基盤の整備強化と担い手育成

事  業  期　間

農林水産業費

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興 項 農業費

施  策  名 ４　農業の振興 目 畜産業費

予 算 事 業 名 防疫衛生対策費 係　   　名 家畜診療所

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1034

開始年度 昭和58年 終了年度

農林水産課

当面継続 予
算
科
目

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

一戸当たりの飼養頭羽数の増大に伴い、生産性が向上されてきたが、その一方ひとたび家畜伝染性疾病が発生すると
その被害は甚大となり、また、蔓延等により重大な影響を及ぼすことが懸念され、地域として流行防止が必要な家畜
伝染病や生産性を阻害する家畜疾病の発生を防止するため各種予防接種を実施するとともに、自衛防疫に対する啓発
を図りつつ、高品質で安全な畜産物の供給を推進し、畜産経営の安定化に資する。

対　   　象 畜産農家

手       段
（活動指標）

各種予防接種の実施。

意       図
（成果指標）

伝染性疾病の発生並びに蔓延を防止するとともに、消費者に対し安全な畜産物の供給を図る。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

96.6% 300350 338

成
果
指
標

伝染性疾病発生頭数 0 0

活
動
指
標

予防接種実施頭数 300 351

00 0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 15,000 3,782
②委託料

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

15,000 4,078 7.8% 10,000

45,000 45,000 49,000 49,000 8.9% 57,000
③工事請負費
④負担金補助及び交付金

5,000
支出合計（Ａ） 65,000 48,782 69,000 54,038 10.8% 72,000
⑤その他 5,000 0 5,000 960

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
④その他（使用料、雑入等） 65,000 48,782 69,000 54,038 10.8%

②県支出金

10.8%

72,000

1
72,000

⑤一般財源

1,680,000 1,680,000 1,680,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

収入合計 65,000 48,782
1

69,000 54,038

400

1

0.0% 1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 1,745,000 1,728,782 1,749,000 1,734,038 0.3% 1,752,000

人
件
費 1,680,000

0.0% 1

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0%

３ 妥当でない

家畜伝染性疾病の発生予防及び蔓延防止のため、家畜防疫衛生意識の向上を図りつつ各種予防接種を実施するとともに、各種予防接
種に対し補助金を交付。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

対象の妥当性 １ 妥当である

Ｂ

効  率  性 Ｂ

目的の妥当性 １ 妥当である
１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

評価項目 内　　容

２ 検討の余地あり

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

畜産農家の経営の安定化を図るため、また、高品質で安全な畜産
物の供給なために、発生時の対応も含めて富山県東部家畜保健衛
生所等関係機関と密接に連携していく必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　


